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産学共同シーズイノベーション化事業（JST） １８億円（１４）

独創的シーズ展開事業（JST） ９０億円（９５）

科
学
研
究
費
補
助
金

等

技
術
シ
ー
ズ
の
創
出

大学等に
よる特許化

技術移転
に係るマッチング

技術移転支援センター事業（JST） ２６億円（２７）

モデル事業
国際的な産学官連携の推進体制整備等（大学知的財産本部整備事業） ３０億円（２６）

産学官連携活動高度化促進事業 ９億円（１０）

・国際的に通用する知財人材の育成・確保
・海外特許の戦略的な取得 等

・海外特許出願の支援、つなぐ仕組みの構築推進【新規 １億円】

産学共同研究による大学等シーズの育成

大学等シーズの技術移転

研究成果の技術移転活動の総合的支援

＊直ちに技術移転可能なものは大学知財本部・TLOにより技術移転

（ＪＳＴ）

○産学官連携は、独自の研究成果から絶えざるイノベーション創出を実現していくための重要な手段であり、その持続的・
発展的な展開に向けて本格化と加速を図る。

○国際的な産学官連携の推進をはじめとする大学等の体制整備を図るとともに、大学等の研究成果を基にした本格的な
共同研究や技術移転に係る研究開発支援を推進。

○産学官連携は、独自の研究成果から絶えざるイノベーション創出を実現していくための重要な手段であり、その持続的・
発展的な展開に向けて本格化と加速を図る。

○国際的な産学官連携の推進をはじめとする大学等の体制整備を図るとともに、大学等の研究成果を基にした本格的な
共同研究や技術移転に係る研究開発支援を推進。

産学官連携の本格化と加速産学官連携の本格化と加速

大
学
等
の
研
究
成
果
の
社
会
還
元

【研究費制度】

コーディネーター
の配置

独創モデル化型
・中小企業の技術コンセプトの実用化

委託開発型
・開発リスクが非常に高い企業化開発

大学発ベンチャー創出推進型
・起業を目指す大学等の研究開発を対象

＜顕在化ステージ＞ ＜育成ステージ＞

・潜在しているシーズの発掘から大学等と企業との
共同研究までつなぐことでイノベーションの創出を目指す

・地域の知の拠点再生担当の産学官連携コーディネーターの重点配置
・イノベーション創出に向けた目利き・つなぎの強化

大学等

革新的ベンチャー活用開発型 【新規 １．５億円】

・ベンチャーを活用した企業化開発

特許情報検索システムの充実

特許情報と論文情報とを統合した検索システムを整備・運用

特許・文献統合データベースの整備・運用

※数字は１９年度予算案（括弧内は18年度予算額）を示している。
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①大学知的財産本部整備事業の概要
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国際的な産学官連携の推進体制整備国際的な産学官連携の推進体制整備

大学知的財産本部整備事業（平成15年度～）

○大学等における戦略的な知的財産の創出・管理・活用を図るため、
平成１５年度より実施。

【 実施機関 】４３大学（うち６大学は「ｽｰﾊﾟｰ産学官連携本部」）

副学長等

〔機 能〕
知的財産の戦略的な創出・
管理・活用体制の整備。

大学知的財産本部

・外部人材の積極的活用
・内部人材の教育・訓練

共
同
研
究
セ
ン
タ
｜

大
学
院
／
附
置
研
究
所

Ｔ Ｌ Ｏ

研
究
協
力
部
課
等

成果の着実な進展

特許出願件数、共同研究・受託研究の件数・研究費の大幅な増加 等

○副学長等をトップに据えた全学的・横断的な体制の構築
○知的財産ポリシーなど基本的な学内ルールの策定 等

8 2 9
1 , 3 4 4

4 , 1 5 2

6 ,2 5 3

0

2 , 0 0 0

4 , 0 0 0

6 , 0 0 0

8 , 0 0 0

1 4年度 15年度 16年度 17年度

外国出願件数

国内出願件数

大学等の特許出願件数

～基本特許の国際的な戦略取得、海外企業からの受託研究などの拡大～
国際的な産学官連携推進体制の構築による我が国の国際競争力の強化

【実績】

【体制整備】

○海外企業からの受託研究・共同研究の実績、
ノウハウ・経験が少ない （全体の１％未満）

○国際知財人材の育成、 海外企業との交渉・
契約実務体制、 海外企業への情報発信が
不十分

○海外への技術流出の防止（海外特許出願の
質の向上）

等

○国際的に通用する知財人材の育成・確保
→海外研修等を通じ、科学技術に詳しく、海外での侵害訴訟や契約

に精通し、経営に明るく、国際的に通用する知財人材の育成・確保

○国際法務機能の強化と紛争予防
→弁護士・弁理士等外部専門家を活用した契約・交渉実務の支援

○国際産学連携・情報発信機能の強化
→国際的なリエゾン活動を行う人材の配置

○海外特許の戦略的な取得
→海外特許専門人材の配置

事業内容課題

（大学知的財産本部整備事業）

※各大学の策定する「国際的な産学官連携ポリシー（仮称）」
に基づき、以下の施策を実施

１９年度予算案 ：2,955百万円
（うち国際的な産学官連携の推進体制整備 785百万円）

１８年度予算額 ：2,585百万円
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〈 特色ある知的財産管理・活用機能
支援プログラム対象機関 〉

○岡山大学

○九州大学

○熊本大学

○ 広島大学

○ 山口大学

○ 徳島大学

☆ 京都大学

☆ 大阪大学

○ 神戸大学

☆ 奈良先端科学技術大学院大学

○ 大阪府立大学

○ 立命館大学

○ 筑波大学

○ 群馬大学・埼玉大学

☆ 東京大学

○ 東京医科歯科大学

☆ 東京農工大学

☆ 東京工業大学

○ 東京海洋大学

○ 電気通信大学

○ 横浜国立大学

○ 慶応義塾大学

○ 東海大学ほか２機関

○ 東京理科大学ほか２機関

○ 日本大学

○ 明治大学

○ 早稲田大学

○ 情報・ｼｽﾃﾑ研究機構ほか3機関

○ 北海道大学

○ 岩手大学

○ 東北大学

中国・四国地区

近畿地区

九州地区

北海道・東北地区

関東地区

中部地区

○ 山梨大学

○ 静岡大学

○ 名古屋大学

○ 北陸先端科学技術大学院大学

〈 特色ある知的財産管理・活用機能
支援プログラム対象機関 〉

○ 金沢大学
○新潟大学ほか４機関
○信州大学
○岐阜大学
○名古屋工業大学
○豊橋技術科学大学

〈 特色ある知的財産管理・活用機能
支援プログラム対象機関 〉

○九州工業大学
〈 特色ある知的財産管理・活用機能

支援プログラム対象機関 〉

○首都大学東京

合計４３件

☆はスーパー産学官
連携本部選定機関
（６機関(H17～)）
を示す。

「大学知的財産本部整備事業」の実施機関「大学知的財産本部整備事業」の実施機関 地域別分布図地域別分布図
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大学等における知的財産の戦略的な取得・活用を進めるための体制整備を図ることで、結果、新技
術・新産業の創出など国民にとって有益な優れた研究成果の社会還元につながる。

（大学知的財産本部整備事業 平成１５年度開始）

実績

※15年度より前は国立大学のみ、15年
度以降は国公私立大学を対象

事業開始後（１５年
度以降）、実績は飛
躍的に増加

【大学等の特許出願件数の推移】
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【大学等の実施件数の推移】
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【大学等の共同研究実施件数の推移】

評価

「トップリサーチャーから見た科学技術政策の効果と研究開発推進に関する 調査報
告書」（H18.3科学技術政策研究所）より抜粋

0 10 20 30

自主性、自立性のもと自らの判断と責任で

多様で特色ある研究活動を行うように

知的財産権に関する取り決めが明確に

なった

共同研究や委託研究を行いやすくなった

民間ニーズに沿った研究が行われるよう

になった

産学官連携に組織として対応するように

なった

○企業から見た国立大学の法人化による主な変化（ベスト５）

企業や研究者から
は、 組織面や制

度面の改善につい
て極めて高い評価

「平成16年度民間企業の研究活動に関する調査報告」（H17.9文部科学省）より抜粋

０．５７国内の研究者のネットワーク⑤

０．６４国際的な研究者のネットワーク④

０．７１政府の競争的研究資金の量③

０．８１産学官連携・技術移転をサポートする制度②

０．８７所属機関における研究者の任期制の導入①

平均値項 目

○ﾄｯﾌﾟﾘｻｰﾁｬｰから見た科学技術基本計画

実施以降の変化（ベスト５）

注）「平均値」とは、研究環境に関する２２項目について、基本計画以前と比べて、２０
０４年時点でどれだけ変化したかに対する回答（－２～＋２）の平均値をいう。％

注）研究開発の管理部門又は企画部門の責任者へのアンケート調査
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大学等における産学官連携・知的財産活動の実績大学等における産学官連携・知的財産活動の実績
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○大学における特許関連経費（特許出願・体制整備等）は増加傾向（平成１５年度の約１．６倍）。
○自己財源の割合も５割を超えるなど着実に増加。
○依然として「大学知的財産本部整備事業」による財源が４割を占める状況。

※「大学知的財産本部整備事業」実施機関（４３件）を対象

大学における特許関連経費（特許出願・体制整備等）の推移大学における特許関連経費（特許出願・体制整備等）の推移

約１４，５００万円17年度

約１１，０００万円16年度

約 ９，０００万円15年度

１機関当たりの規模

【特許関連経費の推移】

（参考）１機関当たりの規模の推移
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②技術移転支援センター事業（海外特許出願
支援）の概要
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大学等の研究成果について、海外特許出願関連を支援するとともに、目利き人材の育成、

大学見本市の開催等により大学等の技術移転活動を総合的に支援する。さらに大学特許の

権利保護支援機能を加えるとともに、大学等の技術移転活動を一層推進することを通し、優

れた研究成果を実用化に切れ目なくつなぐシステム構築に寄与する。

概要

・海外特許出願支援・海外特許出願支援 (H19予算案:2,034百万円）

出願支援
（出願人：大学・ＴＬＯ等）

出願関連費用支援

J S T 技術移転支援センター

企業等

大学独自の
先行調査!!!

・技術移転目利き人材育成・技術移転目利き人材育成 (人材育成プログラム-研修)

・良いｼｰｽﾞ（・良いｼｰｽﾞ（ee--seedsseeds）をつなぐ知の連携ｼｽﾃﾑ）をつなぐ知の連携ｼｽﾃﾑ（仮称）（仮称）（優れた研究成果を実用化に切れ目なく「つなぐ仕組み」の構築）（優れた研究成果を実用化に切れ目なく「つなぐ仕組み」の構築）
(H19予算案:100百万円(新規))

研究成果の公開・評価から助言・他制度紹介等を行う、技術移転プランナー（目利き人材）等を中心とした橋渡し

科学研究費
補助金、戦
略的創造研
究推進事業
等にて大学
に蓄積され
た研究成果

JST他制度・
NEDO等の
他府省公募
事業への繋
ぎ

製品化、事業化

調査・選考
(特許主任調査員・外部有識者委員)

特許評価支援・特許相談
（人的支援：特許主任調査員）

・大学・TLO等による
実施先探索
・J-STORE(特許DB)
公開による実施先探
索支援

本事業は各種施策により大学等の知的財産活動の活性化が図

られることを目的とし、大学等の研究成果の技術移転が促進され

ることを狙うものである。

目的

大学等
（大学・公的研究
機関・ＴＬＯ）

実施（ＪＳＴへ費用返還）

・技術移転総合相談窓口・技術移転総合相談窓口：シーズに対する情報提供や各種技術移転制度等の紹介等によるサポート

・大学見本市の開催・大学見本市の開催：日本最大級である、大学の技術シーズと産業界のニーズとのマッチング機会

・研究成果評価推進・研究成果評価推進：ＪＳＴが公開している特許等について、実用化に向けたフォローを実施

・ライセンス・ライセンス （（開発あっせん・実施許諾））：新技術の開発に取り組む企業を探索しライセンスを実施
・大学・・大学・TLO TLO 連携・ネットワーク化連携・ネットワーク化 ：大学知的財産本部等の意見交換

上記施策と加え新規プログラム創設により、さらに各機関の連携を図り、総じてこれまで以上に大学等の研究成果の社会還元につなげる

・技術評価
・特許性評価

・我が国の国際競争力を強化し、経済社会を活性化していくため、「第３期科学技術基本計画」「知的財産推進計画」等を踏まえ、大学、公的研究機関、ＴＬＯ（以下

「大学等」という。）における知的財産活動の総合的支援が必要である。

・また機関や制度間を連携させることにより、一層効率的な技術移転を進めることが必要である。

背景

技術移転支援センター事業技術移転支援センター事業
１９年度予算案 ２，６４２百万円
１８年度予算額 ２，７１８百万円
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開発あっせん・実施許諾

ﾗｲｾﾝｽ成立累積特許数 2,143件 1,313社
（平成18年度第1～3四半期まで 79件 48社）

特許出願支援

海外：３，６９０件

有用特許
３，７１１件

人材育成研修
開催：９２回（１，８８９名）

技術移転相談 １，９３０件

大学見本市 ９月開催

実施料累計 ３３億円
→実施料率平均３％で換算すると

･･･１，０８６億円の売上（市場効果）

海外特許出願支援件数
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JST特許出願支援制度 申請件数
（平成１８年３月末現在）
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大学等における特許出願・技大学等における特許出願・技術移転等に関する支援実績術移転等に関する支援実績

【技術移転支援センター事業（科学技術振興機構）】
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4.2億円

7.3億円 13.9億円

平成１７年度における大学の特許出願経費の状況平成１７年度における大学の特許出願経費の状況

うち平成１７年度において特許出願経費の支出実績のあった２０８機関を集計

※ 全国の国公私立機関１,２４５機関を対象に調査し、９６６機関より回答を得た。

○自己財源（約２１．２億円）の予算措置方法

海外（ＪＳＴ）

国内（自己）海外（自己）

４．５億円
21%

 ３．４億円
 16%

 １２．５億円
 59%

０．８億円
 4%

共同研究間接経費

運営費

その他 競争的資金間接経費

○国公私立大学の特許出願・維持経費は国内外分で約２５．４億円。うち大学の自己財源は２１億円(※)。
○特に、国立大学法人等の特許料等の免除措置が今年度で終了することから、平成１９年度以降、国内
出願に係る経費の増加が予想される。

約２５．４億円（自己財源：２１．２億円 ＪＳＴ支援：４．２億円）

○国公私立大学の特許出願・維持経費

○平成１９年度以降に国立大学に新たに生じる特許料等の負担

約４億７千万円（出願料 ＋ 審査請求料 ＋ 特許料（１～３年）の半額負担）

※ 今年度並みの出願数（約５,３００件）を１出願あたり９．５請求項、審査請求率６７％、特許査定率６０％として試算
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